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〔議第３７号〕 

   美濃加茂市会計年度任用職員の報酬及び費用弁償に関する条例について

    【議案書：１８頁】 

◎ 制定の趣旨 

〇 法改正情報 

公布された法令 地方公務員法及び地方自治法の一部を改正する法律

（平成２９年法律第２９号） 

条例改正に影響

する施行日 

令和２年４月１日 

改正された法律 地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）、地方自治

法（昭和２２年法律第６７号） 

条例制定に影響

する条 

地方公務員法第２２条の２ 

地方自治法２０３条の２ 

〇 条例改正趣旨 

  地方自治法及び地方公務員法が改正され、会計年度任用職員制度が創設

されます。これに伴い、現在の嘱託員及び臨時職員としての任用はパート

タイム会計年度任用職員に移行されるため、新たに条例を制定するもので

す。 

◎ 条例の概要 

改正後の地方自治法第２０３条の２では「報酬、費用弁償及び期末手当

の額並びにその支給方法は、条例でこれを定めなければならない。」とされ

ているため、報酬、費用弁償及び期末手当の額並びにその支給方法を定め

るものです。 

◎ 条例の構成 

 ○趣旨（第１条関係） 

○報酬（第２条及び第３条関係） 

○特殊勤務に係る報酬（第４条関係） 

〇時間外勤務に係る報酬（第５条関係） 

〇休日勤務に係る報酬（第６条関係） 

○報酬の端数処理（第７条関係） 

〇期末手当（第８条関係） 

〇報酬の支給（第９条関係） 

〇勤務１時間当たりの報酬額（第１０条関係） 

○報酬の減額（第１１条関係） 
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○報酬からの控除（第１２条関係） 

○通勤に係る費用弁償（第１３条関係） 

○公務のための旅行に係る費用弁償（第１４条関係） 

○委任（第１５条関係） 

◎ 条例の施行期日 

この条例は、令和２年４月１日から施行します。

条  項 内        容 ペー

ジ 

第１条（趣旨） 〔概 要〕 

条例の趣旨を規定するものです。 

〔内 容〕 

地方公務員法第２２条の２第１項第１号に該当している者（パート

タイム会計年度任用職員）の報酬及び費用弁償の額並びに支給方法を

地方自治法第２０３条の２第５項に基づき条例で定めます。 

１８

第２条（報酬） 〔概 要〕 

報酬の定義について定めるものです。 

〔内 容〕 

報酬は、パートタイム会計年度任用職員に支給される報酬及び期末

手当を言います。 

１８

第３条（報酬

の額） 

〔概 要〕 

職種ごとに報酬の額の上限額を定め、具体的な額については規則で

定めることとします。規則で定める具体的な額は、各職種ごとに経験

による加算も含め、別表で定める予定です。 

〔内 容〕 

１８

第４条（特殊 〔概 要〕 １８

職種 月額上限額 日額上限額 時間額上限額

一般業務に従事する職 168,900 円  － 1,130 円

保育士、言語訓練指導員、保健

師、社会福祉士、介護認定調査

員、看護師、歯科衛生士、栄養

士、図書館司書、学芸員、講師

204,900 円 － 1,370 円

バス運転手、市長車運転手 243,200 円 11,500 円 1,630 円

多文化共生推進員 282,000 円  － 1,570 円

ＪＥＴプログラムにより任用さ

れた職 
330,000 円 － －

相当の知識又は経験を要する職 193,600 円  － 3,000 円
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勤務に係る報

酬） 

一般の職員と同様に、美濃加茂市職員の特殊勤務手当に関する条例

（昭和 42 年美濃加茂市条例第 4 号）に規定している特殊勤務に係る

報酬の支給をします。 

〔内 容〕 

 該当の特殊勤務と金額は以下のとおりです。 

〇 感染症防疫作業手当 １日につき 500 円 

〇 行旅病人等取扱手当  

・行旅病人の救護に従事したとき １日につき 1,000 円 

・行旅死亡人の仮埋葬又は火葬その他の必要な措置に従事したと

き １日につき 2,000 円 

〇 犬猫等死体処理手当 １日につき 400 円 

第５条（時間

外勤務に係る

報酬） 

〔概 要〕 

一般職員と同様に、定められた勤務時間以外の時間に勤務すること

を命ぜられた場合に時間外勤務に係る報酬の支給をします。 

〔内 容〕 

時間外勤務１時間につき、勤務１時間当たりの報酬の額に以下の規

則で定める割合（予定）を乗じた額としています。 

〇 7 時間 45 分以下の勤務 100 分の 100 

〇 7 時間 45 分を超える勤務 100 分の 125 

〇 午後 10 時から翌日午前 5 時までの勤務 上記に 100 分の 25 を

加算した割合 

１８

第６条（休日

勤務に係る報

酬） 

〔概 要〕 

一般職員と同様に、休日に勤務することを命ぜられた場合に休日勤

務に係る報酬の支給をします。 

〔内 容〕 

休日勤務１時間につき、勤務１時間当たりの報酬の額に以下の規則

で定める割合(予定)を乗じた額としています。 

〇 午後 10 時から翌日午前 5時まで以外の勤務 100 分の 135 

〇 午後 10 時から翌日午前 5時までの勤務 100 分の 160 

ただし、休日勤務を命ぜられた時間に相当する時間を他の日に勤務

させないこととされた場合は、休日勤務の適用をしないこととしま

す。 

１９

第７条（報酬

の端数処理） 

〔概 要〕 

勤務１時間当たりの報酬の額、時間外勤務に係る報酬の額及び休日

勤務に係る報酬の額を算定する場合に、1円未満の額が発生した場合

について規定するものです。 

１９

3



〔内 容〕 

 １円未満の額が発生した場合は、四捨五入とします。 

第８条（期末

手当） 

〔概 要〕 

美濃加茂市職員の給与に関する条例（昭和29年美濃加茂市条例第23

号）の第20条から第20条の3を準用し、期末手当の支給率等の計算方

法を規定するものです。 

〔内 容〕 

 期末手当の支給対象者は、任期が６箇月以上、かつ、基準日（6月

1日又は12月1日）に在職しているパートタイム会計年度任用職員とし

ます。任用当初の任期が６箇月未満のパートタイム会計年度任用職員

でも、同一の会計年度内に任期の延長又は再度の任用により、任期が

６箇月以上となった場合は支給対象とします。また、前会計年度から

翌会計年度に切れ目なく引続き任用された場合は、任期を通算できる

ようにします。 

 支給対象者の例外として、基準日（6月1日又は12月1日）前の１箇

月以内の退職又は死亡の場合は基準日を退職又は死亡の日とし、支給

対象とします。 

 計算方法は、「期末手当の基礎額×支給率×期間率」です。 

〇 期末手当の支給率は再任用職員と同様に、1.45月分（6月期0.725、

12月期0.725）とします。 

〇 期末手当の基礎額は、前基準日の翌日から基準日（6月期は6月1

日、12月期は12月1日、１箇月前の退職又は死亡の場合は退職又は

死亡の日）までの在職期間における報酬の１月当たりの平均額とし

ます。 

〇 期末手当の期間率は、一般職の職員と同様に在職期間に応じ、

以下のとおりです。 

 ・ 6箇月 100分の100 

・ 5箇月以上6箇月未満 100分の80 

・ 3箇月以上5箇月未満 100分の60 

・ 3箇月未満 100分の30 

〇 語学指導等を行う外国青年招致事業（ＪＥＴプログラム）によ

り任用された職については、期末手当の支給対象外とします。（総

務省 会計年度任用職員制度の導入等に向けた事務処理マニュア

ル問１７－６より） 

１９

4



第９条（報酬

の支給） 

〔概 要〕 

報酬の支給方法を規定するものです。 

〔内 容〕 

〇 報酬の計算期間は、月の１日から末日までとし、規則で定める支

給日に全額を支給します。 

〇 報酬の支払いは現金での支払いを原則としますが、口座振替も可

能とします。 

〇 公務のための出張をした場合の費用弁償は、報酬には含みませ

ん。 

〇 日額又は時間額で報酬が定められている場合は、勤務日数又は勤

務時間に応じて報酬を支給します。 

〇 月額で報酬が定められている場合は、退職した日までの報酬を日

割りによって計算し支給します。ただし、死亡による退職の場合は、

その月の報酬の全額を支給します。 

２０

第１０条（勤

務１時間当た

り の 報 酬 の

額） 

〔概 要〕 

勤務１時間当たりの報酬の額を計算する方法を規定するものです。

〔内 容〕 

〇 月額による報酬の場合 

 月額報酬×12 月÷（週の勤務時間×52 週－規則で定める時間）規

則で定める時間（予定）は、「１会計年度内の月曜日から金曜日に

当たる休日数×7時間 45分」です。 

〇 日額による報酬の場合 

 日額報酬÷１日当たりの勤務時間 

２０

第１１条（報

酬の減額） 

〔概 要〕 

報酬を減額しなければならない場合について規定するものです。 

〔内 容〕 

 正規の勤務時間中に勤務せず、休日でもなく、有給休暇を使用して

いない場合は、その勤務しない１時間につき、勤務１時間当たりの報

酬額を減額します。 

２１

第１２条（報

酬 か ら の 控

除） 

〔概 要〕 

報酬から控除できるものを規定するものです。 

〔内 容〕 

 報酬から控除できるものは以下のとおりです。 

〇 本人が希望し、かつ、市長が必要と認める職員の親睦会費 

〇 本人が希望し、かつ、市長が必要と認める市の事業に係る自己負

担金 

２１
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第１３条（通

勤に係る費用

弁償） 

〔概 要〕 

一般職の職員と同様の基準で通勤に係る費用弁償を支給すること

を規定するものです。 

〔内 容〕 

 交通用具（自動車等）を利用する場合の通勤に係る費用弁償の額は、

以下の規則で定める額を予定しています。 

２１

第１４条（公

務のための旅

行に係る費用

弁償） 

〔概 要〕 

一般職の職員と同様の基準で公務のための旅行に係る費用弁償を

支給することを規定するものです。 

２１

第１５条（委

任） 

〔概 要〕 

規則等への委任について規定するものです。 

〔内 容〕 

条例で定めていない詳細な事項について、規則等により定めること

としています。報酬及び期末手当の支給日、報酬の額や時間外、休日

勤務に係る報酬の割増率及び通勤に係る費用弁償の額を規則等で定

めます。 

２１

附則 〔概 要〕 

条例の施行期日を規定するものです。 

〔内 容〕 

この条例は、令和２年４月１日から施行します。 

２１

通勤距離又は自動車等の使用距離 

（片道） 

月額 日額 

２キロメートル以上５キロメートル未満 ２，０００円 １００円

５キロメートル以上１０キロメートル未満 ４，２００円 ２００円

１０キロメートル以上１５キロメートル未満 ７，１００円 ３４０円

１５キロメートル以上２０キロメートル未満 １０，０００円 ４８０円

２０キロメートル以上２５キロメートル未満 １２，９００円 ６２０円

２５キロメートル以上３０キロメートル未満 １５，８００円 ７６０円

３０キロメートル以上３５キロメートル未満 １８，７００円 ８９０円

３５キロメートル以上４０キロメートル未満 ２１，６００円 １，０３０円

４０キロメートル以上４５キロメートル未満 ２４，４００円 １，１７０円

４５キロメートル以上５０キロメートル未満 ２６，２００円 １，２５０円

５０キロメートル以上５５キロメートル未満 ２８，０００円 １，３４０円

５５キロメートル以上６０キロメートル未満 ２９，８００円 １，４２０円

６０キロメートル以上 ３１，６００円 １，５１０円
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〔議第３８号〕 

   地方公務員法及び地方自治法の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の

整備に関する条例について 

【議案書：２３頁】 

◎ 改正の概要 

○ 法改正情報 

公布された法

令 

・地方公務員法及び地方自治法の一部を改正する法

律（平成２９年法律第２９号） 

・成年被後見人等の権利の制限に係る措置の適正化

等を図るための関係法律の整備に関する法律（令

和元年法律第５６号） 

条例改正に影

響する施行日 

令和２年４月１日 

令和元年１２月１４日 

改正された法

律 

地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）、地方自

治法（昭和２２年法律第６７号） 

条例改正に影

響する条 

地方公務員法第３条、第１６条及び第２２条の２ 

地方自治法２０３条の２ 

○ 条例改正趣旨 

地方公務員法及び地方自治法の一部を改正する法律の施行により、地

方公務員法が令和２年４月１日に改正され、新たな職員の区分として会

計年度任用職員を導入することに伴い、関係する条例を改正するもので

す。 

また、成年被後見人等の権利の制限に係る措置の適正化等を図るため

の関係法律の整備に関する法律の公布により、地方公務員の欠格条項か

ら成年被後見人及び被保佐人が削除されることに伴い、関係する条例を

改正するものです。 

◎ 改正の主な内容 

第１条 美濃加茂市職員の分限に関する条例の一部改正 

  分限休職対象にパートタイム会計年度任用職員を追加するものです。

第２条 美濃加茂市職員の懲戒の手続及び効果に関する条例の一部改

正 

  減給の効果対象にパートタイム会計年度任用職員を追加し、字句の整

理をするものです。 
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第３条 美濃加茂市職員の給与に関する条例の一部改正 

  美濃加茂市会計年度任用職員の報酬及び費用弁償に関する条例の表

現に合わせるよう改正するものです。また、成年被後見人等の権利の制

限に係る措置の適正化等を図るための関係法律の整備に関する法律の

施行に伴い、地方公務員法の欠格条項を規定している第１６条第１号の

成年被後見人又は被保佐人が削除されるため、期末手当及び勤勉手当の

規定から第１６条第１号を引用している規定を削除する等、所要の改正

をするものです。 

第４条 美濃加茂市企業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一

部改正 

  美濃加茂市会計年度任用職員の報酬及び費用弁償に関する条例の制

定に伴い字句の整理をするものです。 

第５条 美濃加茂市職員の育児休業等に関する条例の一部改正 

  パートタイム会計年度任用職員は、常勤職員と同様に地方公務員の育

児休業等に関する法律が適用されるため、パートタイム会計年度任用職

員にも対応できるように条例の規定を追加します。 

  育児休業を取得できる期間は以下のとおりです。 

 ①原則、生まれた子が１歳に達するまで 

 ②父母ともに育児休業を取得する場合は、１歳２か月に達するまで 

 ③①②の育児休業期間終了後に、保育所等に入所できなかった等のやむ

を得ない事情がある場合は、１歳６か月に達するまで 

 ④③の育児休業期間終了後に、保育所等に入所できなかった等のやむを

得ない事情がある場合は、２歳に達するまで 

第６条 美濃加茂市公益的法人等への職員の派遣等に関する条例の一

部改正 

地方公務員法第２２条第２項から第７項までが削除されるため、字句

の整理をするものです。 

◎ 施行期日 

  この条例は、令和２年４月１日から施行します。ただし、成年被後見

人等の権利の制限に係る措置の適正化等を図るための関係法律の整備

に関する法律の公布に伴い、改正する部分は、令和元年１２月１４日か

ら施行します。 
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〔議第３９号〕 

   美濃加茂市非常勤の特別職職員の報酬及び費用弁償に関する条例の一部を改

正する条例について 

【議案書：３４頁】 

◎ 改正の概要 

監査委員の報酬の額の見直しをするものです。また、任用根拠の整理を

するものです。 

◎ 改正の主な内容 

〇 報酬の額の見直し（別表関係）

監査委員の報酬の額 

   識見を有する者：５０，０００円 → ６０，０００円 

   議員から選任された者：２５，０００円 → ３０，０００円 

〇 任用根拠の整理（別表関係） 

・美濃加茂市老人ホーム入所判定委員会委員、美濃加茂市プロポーザル方

式等審査委員及び総合評価アドバイザーについては、任用根拠について

の整理及び削除をするものです。 

・育児支援訪問員については、地方公務員法の改正による会計年度任用職

員制度の導入に伴い、会計年度任用職員への移行に伴い削除するもので

す。 

・交通安全指導員については、規則での規定を整理し、規則で定められて

いたものを条例で定めるように変更するものです。 

◎ 施行期日 

  この条例は、公布の日から施行します。ただし、監査委員の報酬の額の

改正、育児支援訪問員の項を削る改正及び交通安全指導員の項を追加する

改正は、令和２年４月１日から施行します。 
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〔議第４０号〕 

美濃加茂市水道事業給水条例の一部を改正する条例について 

【議案書：３６頁】

◎ 改正の概要 

〇 法改正情報 

公布された法令 ・水道法の一部を改正する法律（平成３０年法律第９

２号）

・水道法の一部を改正する法律の施行に伴う関係政令

の整備及び経過措置に関する政令（平成３１年政令

第１５４号） 

条例改正に影響

する施行日 

令和元年１０月１日 

改正される法令 ・水道法（昭和３２年法律第１７７号）

・水道法施行令（昭和３２年政令第３３６号） 

条例改正に影響

する条 

・水道法第２５条の３の２（新規）

・水道法施行令第５条 

〇 条例改正趣旨

 ・水道法の一部を改正する法律により、水道法の一部が改正されたことに伴

い、指定給水装置工事事業者への指定更新制が導入され、指定期間が５年

となったことにより条例改正するものです。

・水道法の一部を改正する法律の施行に伴う関係政令の整備及び経過措置

に関する政令により、水道法施行令の一部が改正されたことに伴い、新規

条項が追加、既存条項が繰り下げられたことにより条例改正するもので

す。

◎ 改正の主な内容 

〇 更新指定手数料の追加（第３３条関係）

  指定給水装置工事事業者指定手数料を、新規指定手数料と更新指定手数

料に区分し、それぞれ１万円とします。

〇 政令改正による条ずれの解消（第３６条関係）

  水道法施行令を引用している箇所について改正するものです。

◎ 施行期日 

この条例は、令和元年１０月１日から施行します。 
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〔議第４１号〕

美濃加茂市総合運動場条例の一部を改正する条例について 

【議案書：３７頁】 

◎ 改正の概要 

前平総合運動場のテニスコートの利用時間と使用料の改正及び別

表の「ソフトボール場」と表記されているものを「多目的広場」に

名称を変更するため、美濃加茂市総合運動場条例の一部を改正する

ものです。 

◎ 改正の主な内容 

〇 １０月から翌年２月までの前平総合運動場のテニスコートの利用

時間と使用料に関する改正（別表関係） 

 （改正前） 

次の区分でテニスコートを使用する場合の照明使用料（加算額） 

１６：００～１７：００※ 照明を使用しないため加算なし 

１８：００～２１：００  １回１面につき１，４００円  

   ※１７：００～１８：００の時間帯は日が短いため利用不可 

  （改正後） 

次の区分でテニスコートを使用する場合の照明使用料（加算額） 

１６：００～１８：００  １回１面につき９００円 

１８：００～２１：００  １回１面につき１，４００円 

   （１８：００～２１：００の区分においては金額の変更なし） 

〇 名称変更に関する改正（別表関係） 

現在、西総合運動場における「ソフトボール場」については、利

用用途がソフトボールに限らず、グラウンドゴルフ、地域の祭り、

西体育館の臨時駐車場など多目的に利用することから「多目的広

場」に変更するものです。 

〇 区分の細分化に関する改正（別表関係） 

 これまで別表の体育施設区分について、「グラウンド」、「ソフ

トボール場」（多目的広場に名称変更予定）及び「テニスコート」

の３種類のみで分類していたものを、場所と種別で細分化し、別表

を見やすく変更するものです。 

◎ 施行期日 

  この条例は、令和元年１１月１日から施行します。 
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〔議第４２号〕 

美濃加茂市印鑑条例の一部を改正する条例について 

   【議案書：４１頁】 

◎ 改正の概要 

〇 法改正情報 

公布された法令 住民基本台帳法施行令等の一部を改正する政令（平成

３１年政令第１５２号） 

条例改正に影響

する施行日 

令和元年１１月５日 

改正される法令 住民基本台帳法施行令（昭和４２年政令第２９２号）

条例改正に影響

する条 

第３０条の１３及び第３０条の１４ 

〇 条例改正趣旨

住民基本台帳法施行令等の一部を改正する政令が平成３１年４月１７日

に公布され、住民基本台帳法施行令が改正されました。 

この改正により、氏に変更があった者に関する特例として、氏に変更が

あった者からの求めにより、住民票に旧氏の記載をしなければならないこ

ととなりました。 

そこで、印鑑条例についても、住民票に旧氏の記載がされている場合の

特例を追加等するものです。  

◎ 改正の主な内容 

○ 氏に変更のあった者に関する特例（第５条、第６条及び第１０条の３

関係）

住民票に旧氏の記載がされている場合、印鑑登録原票と印鑑登録証明書

に旧氏の登録又は記載をし、旧氏（その一部を含む。）を表した印鑑につい

ても、登録ができる旨を追加するものです。

○ 字句の整理等（第２条、第４条及び第１４条関係）

法制執務上必要な字句の整理をするものです。

◎ 施行期日 

この条例は、令和元年１２月１日から施行します。 
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〔議第４３号〕 

美濃加茂市福祉医療費助成に関する条例の一部を改正する条例について 

【議案書：４５頁】

◎ 改正の概要 

〇 法改正情報 

公布された法令 生活困窮者等の自立を促進するための生活困窮者自

立支援法等の一部を改正する法律

（平成３０年法律第４４号） 

条例改正に影響

する施行日 

平成３０年１０月１日 

改正された法令 児童扶養手当法（昭和３６年法律第２３８号） 

条例改正に影響

する条 

第９条 

〇 条例改正趣旨 

生活困窮者等の自立を促進するための生活困窮者自立支援法等の一部

を改正する法律により、児童扶養手当法が改正されたことに伴い、美濃加

茂市福祉医療費助成に関する条例について、必要な改正を行うものです。

◎ 改正の主な内容 

〇 所得制限の判定に前々年の所得を用いる期間の延長（第２条関係） 

児童扶養手当の現況届に基づく支給額の適用期間に合わせます。 

改正前 改正後 

１月から９月まで １月から１０月まで 

◎ 施行期日等 

〇 この条例は、令和元年１０月１日から施行します。 

〇 この条例による改正後の美濃加茂市福祉医療費助成に関する条例（以下

「改正後の条例」という。）の規定は、この条例の施行の日以後の療養の

給付等に係る助成及び支給について適用し、同日前の療養の給付等に係る

助成及び支給については、なお従前の例によるものとします。 

〇 市長は、この条例の施行の日前においても、改正後の条例の施行に関し、

必要な準備行為をすることができるものとします。 
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〔議第４４号〕 

美濃加茂市生涯学習施設の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例

について 

   【議案書：４８頁】 

◎ 改正の概要 

下古井交流センターは老朽化及び耐震性の不足により、公共施設等総合

管理計画において除却する方針が定められています。今年度、施設の除却を

行うに当たり、条例を改正するものです。 

◎ 改正の主な内容 

〇名称及び位置の削除（第２条関係） 

施設の除却に伴い、下古井交流センターの項目を削ります。 

〇料金表の削除（別表関係） 

  別表から下古井交流センターの項目を削ります。 

◎ 施行期日 

この条例は、令和元年１０月１日から施行します。 
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〔議第４５号〕 

美濃加茂市道の構造の技術的基準を定める条例の一部を改正する条例につい

て 

   【議案書：５０頁】 

◎ 改正の概要 

 〇 法改正情報 

公布された法令 道路構造令の一部を改正する政令（平成３１年政令第

１５７号） 

条例改正に影響

する施行日 

平成３１年４月２５日 

改正される法令 道路構造令（昭和４５年政令第３２０号） 

条例改正に影響

する条 

第２条及び第１０条 

〇 条例改正趣旨 

道路構造令の改正で自転車通行帯の新設、自転車道の設置要件関係の改

正に伴い、道路構造令から条例が引用している条文に影響が出るため一部

改正を行うものです。 

◎ 改正の主な内容 

○ 政令改正による項ずれの解消（第２条関係） 

道路構造令を引用している箇所について改正するものです。 

○ 「自転車通行帯」が新たに規定されたことによる変更（第４条等関係）

道路構造令に「自転車通行帯」が新たに規定されたことにより影響が

ある箇所について改正するものです。 

○ 自転車道の設置要件として、設計速度が６０km/h 以上であるものを追

加（第９条関係） 

道路構造令の改正で自動車及び自転車の交通量が多い一定の基準の道

路で設計速度が６０km/h 以上であるものは自転車道を道路の各側に設け

ることとなったことにより改正するものです。 

◎ 施行期日 

この条例は、公布の日から施行します。 
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〔議第４６号〕 

  美濃加茂市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準

を定める条例の一部を改正する条例について 

【議案書：５５頁】

◎ 改正の概要 

〇 法改正情報 

公布された法令 特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に

関する基準の一部を改正する府令（令和元年内閣府令

第７号）（令和元年内閣府令第８号）

条例改正に影響

する施行日 

令和元年内閣府令第７号 令和元年５月３１日 

令和元年内閣府令第８号 令和元年１０月１日 

改正された法令 特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に

関する基準（平成２６年内閣府令第３９号。以下「基

準府令」という。） 

条例改正に影響

する条 

第２条から第１１条まで、第１３条、第１４条、第１

６条から第２１条まで、第２４条から第２８条まで、

第３０条、第３２条、第３４条から第４３条まで、第

４６条、第４７条から第５２条まで、附則第２条、附

則第３条及び附則第５条 

〇 条例改正趣旨

   特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準の一

部を改正する府令が、令和元年５月３１日に令和元年内閣府令第７号、令

和元年内閣府令第８号としてそれぞれ公布されました。

   第７号による主な改正は、「家庭的保育事業者等の設備及び運営に関す

る基準（平成２６年厚生労働省令第６１号）」が改正され、家庭的保育事

業者等の連携施設の確保が緩和されたことに併せて、同様に基準府令で

も連携施設の緩和をするものです。

   第８号による主な改正は、①幼児教育・保育の無償化に伴う食事の提供

に要する費用の取扱いの変更、②用語の整理、の２点です。
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※家庭的保育事業者等の設備及び運営に関する基準と基準府令の関係

◎ 改正の主な内容 

○ 満３歳以上教育・保育給付認定子どもの食事の提供に要する費用の取

扱いの変更（第１４条関係）（令和元年内閣府令第８号による改正）

令和元年１０月から、原則満 3 歳以上の子どもの保育料が無償となる

とともに、給食費（主食代・副食代）は有償のままとします。

○ 特定教育・保育施設等との連携（第４３条関係）（令和元年内閣府令第

７号による改正）

特定地域型保育事業者等による卒園後の受皿の提供を行う連携施設の

確保が著しく困難であると認める場合には、連携施設の確保を不要とし

ます。  

この場合において、特定地域型保育事業者等は、利用定員が２０人以上

である企業主導型保育事業に係る施設又は地方自治体が運営費支援等を

行っている認可外保育施設であって、市長が適当と認めるものを、卒業後

の受皿の提供に係る連携協力を行う者として適切に確保しなければなら

ないものとします。

○ その他の改正

基準府令の改正に伴い、字句の整理を行うものです。

◎ 施行期日等 

○ この条例は、令和元年１０月 1日から施行します。 

保育園

特定教育・保育施設及び

特定地域型保育事業の運

営に関する基準

家庭的保育事業者等の設

備及び運営に関する基準

保育園に対する認可
認可後確認を受けた保

育園へ給付費等の交付
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〔議第４７号〕 

  美濃加茂市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一

部を改正する条例について 

【議案書：８８頁】

◎ 改正の概要 

〇 法改正情報 

公布された法令 家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準の一

部を改正する省令（平成３１年厚生労働省令第４９

号） 

条例改正に影響

する施行日 

平成３１年４月１日 

改正された法令 家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準（平成

２６年厚生労働省令第６１号。以下「基準省令」とい

う。） 

条例改正に影響

する条 

第６条、第１６条、第４５条及び附則第３条 

〇 条例改正趣旨

   「平成３０年の地方からの提案等に関する対応方針」（平成３０年１２

月２５日閣議決定）において、基準省令のうち、連携施設（基準省令第６

条第１項に規定する連携施設をいう。）に関する規定について、基準省令

の一部改正が行われました。 

   この改正により、連携施設に関する規定が緩和されたことから、必要な

改正を行うものです。

◎ 改正の主な内容 

○ 保育所等との連携（第７条関係）

家庭的保育事業者等による卒園後の受皿の提供を行う連携施設の確保

が著しく困難であると認める場合には、連携施設の確保を不要とします。

この場合において、家庭的保育事業者等は、利用定員が２０人以上であ

る企業主導型保育事業に係る施設又は地方自治体が運営費支援等を行っ

ている認可外保育施設であって、市長が適当と認めるものを、卒業後の受

皿の提供に係る連携協力を行う者として適切に確保しなければならない

ものとします。

○ 連携施設に関する特例（第４６条関係）

満３歳以上の児童を受け入れている保育所型事業所内保育事業所につ
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いて、市長が適当と認めるものについては、卒園後の受皿の提供に係る連

携協力の確保を不要とすることができるものとします。

○ 連携施設に関する経過措置（附則第３条関係）

   基準省令附則第２条の経過措置が適用される事業者のうち、家庭的保

育者の居宅以外で保育を提供している家庭的保育事業については、自園

調理への移行に向けた努力義務を課しつつ、自園調理の原則の適用を猶

予する経過措置期間を「５年」から「１０年」とするものです。

○ その他の改正

 基準省令の改正に伴い、字句の整理を行うものです。

◎ 施行期日 

この条例は、公布の日から施行します。 
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〔議第４８号〕 

  子ども・子育て支援法の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整備に

関する条例について 

【議案書：９１頁】

◎ 改正の概要 

〇 法改正情報 

公布された法令 子ども・子育て支援法の一部を改正する法律（令和元

年法律第７号）

条例改正に影響

する施行日 

令和元年１０月１日 

改正された法令 ・子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５号。

以下「法」という。） 

・子ども・子育て支援法施行令（平成２６年政令第２

１３号。以下「施行令」という。） 

・特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営

に関する基準（平成２６年内閣府令第３９条。以下

「基準」という。） 

条例改正に影響

する条 

・法第２０条 

・施行令第４条～第６条、第９条～第１２条、附則第

６条及び第１２条 

・基準第１３条 

〇 条例改正趣旨 

   上記の法令の施行により法が改正され、３歳から５歳までの幼稚園、保

育所、認定こども園などを利用する子どもたちの利用料が無償化されま

す。 

また、保育所の給食の材料にかかる費用は、自宅で子育てを行う場合も

同様にかかる費用であり、保育所を利用する保護者も、自ら自宅で子育て

を行う保護者と同様に、その費用を負担することが原則となるため、無償

化後も引き続き、保護者の負担となります。これらに関連する条例を改正

するものです。

◎ 改正の主な内容 

○ 保育料の無償化 

次の条例の条文中、３歳から５歳までの子どもの保育料を零円とします。

  ※原則０歳から２歳までの子どもは、無償化の対象外のため、引き続き保

育料を徴収します。
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  ①美濃加茂市保育園の設置及び管理に関する条例第１３条第２項

  ②美濃加茂市認定こども園の設置及び管理に関する条例第１４条第２項

○ 保育所の給食の材料（給食費（副食費））の負担

次の条例の条文中、３歳から５歳までの子どもに対し、これまで保育料に

含んでいた副食費について、子ども１人につき保育園は４，５００円、認定

こども園は１号は４，０００円、２号は４，５００円を徴収することとしま

す。

①美濃加茂市保育園の設置及び管理に関する条例第１６条

②美濃加茂市認定こども園の設置及び管理に関する条例第１７条

○ その他の改正

 法、施行令及び基準の改正に伴い、字句の整理を行うものです。

◎ 施行期日等 

○ この条例は、令和元年１０月１日から施行します。 

〇 この条例の規定による改正後の保育料の規定は、この条例の施行後の保

育料について適用し、施行前の保育料については、なお従前の例によるも

のとします。 

〇 この条例に定める保育所等給食費の算定その他必要な準備行為につい

ては、この条例の施行前に行うことができるものとします。 
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〔議第５７号〕

中濃地域農業共済事務組合の解散に関する協議について 

【議案書：２０７頁】 

◎ 議案の概要 

農業共済事業のより一層の効率化、合理化を目指して、令和２年４月1

日に県内全域を対象とした農業共済組合を設立するため中濃地域農業共済

事務組合を令和２年３月３１日に解散することについて、構成団体と協議

することについて、議会の議決を求めるものです。 
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〔議第５８号〕

中濃地域農業共済事務組合の解散に伴う財産処分に関する協議について 

【議案書：２０８頁】 

◎ 議案の概要 

中濃地域農業共済事務組合の解散に伴い、組合の保有する財産の処分の

方法を関係地方公共団体と協議することについて、議会の議決を求めるも

のです。 

中濃地域農業共済事務組合の保有する財産は、令和２年４月１日に、す

べて岐阜県農業共済組合に帰属します。 
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〔議第５９号〕

中濃地域農業共済事務組合規約の一部を改正する規約に関する協議について 

【議案書：２０９頁】 

◎ 議案の概要 

中濃地域農業共済事務組合の解散に伴い、組合が執行していた事務の承

継団体を規約に明記しようとするものです。 

中濃地域農業共済事務組合 規約 新旧対照表 

新 旧 

第１条～第１４条  （略） 

 （解散した場合の事務の承継） 

第１５条 組合が解散した場合にお

いては、関市が事務を承継する。 

第１条～第１４条  （略） 

 （新） 

   附 則 

この規約は、岐阜県知事の許可のあった日から施行する。 

【事務の承継方法】 

１）組合の決算 

解散に伴い組合の決算は、関市がその事務を承継します。 

２）その他 

上記以外で組合に関する事項については、全て岐阜県農業共済組合に譲渡

します。 
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